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     大野市・和泉村新しいまちづくり計画（変更）                       平成２８年３月 

頁 項目名 新 旧 

１ 序章 

１．合併の必要

性と効果 

 

 

◆社会潮流からみた合併の必要性 

また、少子化・高齢化の進行や環境問題など 

 

（２）人口の減少と少子化・高齢化への対応 

○わが国の少子化・高齢化は、平成 25年には、65歳以上人口が

4 人に 1人の割合を上回り、平成 47 年になると 3人に１人を

上回ると予測されています。合計特殊出生率*は、平成 26 年

度で 1.42 人となり、人口を維持するために必要な 2.07 人を

大きく割り込んでいます。この結果、平成 22年国勢調査時点

で１億 2,806 万人の総人口は、今後は、長期の減少過程に入

り、平成 60 年には、１億人を割って、9,913 万人となり、以

降 21世紀をとおして減少を続けると予測されています。 

○大野市、和泉村においても、人口減少と少子化・高齢化が予

測されており、地域の担い手の減少による地域全体の活力の

低下が懸念されます。また、教育、福祉、医療面など少子化・

高齢化による新たな行政需要への対応が求められます。 

 

◆社会潮流からみた合併の必要性 

また、少子高齢化の進行や環境問題など 

 

（２）人口の減少と少子高齢化への対応 

○わが国の少子高齢化は、平成 27年には、65 歳以上人口が 4人に

1人の割合になると予測されています。合計特殊出生率*は、平成

14 年度で 1.32 人となり、人口を維持するために必要な 2.08 人を

大きく割り込んでいます。この結果、平成 12 年国勢調査時点で

１億 2,693 万人の総人口は、今後も緩やかに増加するものの、平

成 18年に１億 2,774 万人でピークを迎え、以降 21世紀をとおし

て減少を続けると予測されています。 

 

○大野市、和泉村においても、人口減少と少子高齢化が予測されて

おり、地域の担い手の減少による地域全体の活力の低下が懸念さ

れます。また、教育、福祉、医療面など少子高齢化による新たな

行政需要への対応が求められます。 

２  （３）財政の危機的状況への対応 

○少子化・高齢化の進行や長引く景気の低迷などにより、 

平成 26 年度末で約 1，009 兆円となり 

（３）財政の危機的状況への対応 

○少子高齢化の進行や長引く景気の低迷などにより、 

平成 16 年度末で約 719 兆円と見込まれるなか 

４ 序章 

２．計画策定の

方針 

（３）計画の期間 

 本計画は、将来を見据えた長期的視野に立ったものとして、

平成 17 年度から平成 32年度までの 16ヵ年計画とします。 

（３）計画の期間 

本計画は、将来を見据えた長期的視野に立ったものとして、平成

17 年度から平成 27年度までの 11ヵ年計画とします。 

５ 

 

第１章 

１．新市の概況 

（１）位置と地勢 

 西は福井市、池田町、南は岐阜県関市 

（１）位置と地勢 

 西は美山町、池田町、南は岐阜県関市 
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頁 項目名 新 旧 

５ 

 

（２）面積 

 新市は、東西約 35km、南北約 40km にわたり、面積は 872.43km2

となっています。 

（２）面積 

新市は、東西約 35km、南北約 40km にわたり、面積は 872.30km2

となっています。 

６  （３）人口、世帯数 

平成 22 年の国勢調査によると、大野市の総人口は 35,291 人

で、平成 2年の 41,837 人に比べ 6,546 人、約 15.7％減少してい

ます。 

世帯数は、10,813 世帯で、平成２年の 10,758 世帯に比べ、55

世帯、約 0.5％の増加となっています。 

年齢３区分別人口は、年少人口（14歳以下）の割合は 12.2％、

生産年齢人口（15歳以上 64 歳以下）が 57.5％、老年人口（65

歳以上）が 30.3％となっており、平成２年と比較すると、年少

人口と生産年齢人口が減少している一方、老年人口が 13.4 ポイ

ント増加し、少子化・高齢化が進行しています。 

 

（３）人口、世帯数 

平成12年の国勢調査によると、大野市、和泉村の総人口は39,632

人で、平成 2 年の 41,837 人に比べ約 2,200 人、約 5.3％減少して

います。 

世帯数は、11,151 世帯で、平成２年の 10,758 世帯に比べ、393

世帯、約 3.7％の増加となっています。 

年齢３区分別人口は、年少人口（14 歳以下）の割合は 14.9％、

生産年齢人口（15 歳以上 64 歳以下）が 60.8％、老年人口（65 歳

以上）が 24.3％となっており、平成２年と比較すると、年少人口

と生産年齢人口が減少している一方、老年人口が 7.4 ポイント増加

し、少子高齢化が進行しています。 
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頁 項目名 新 旧 

６  

 
                                 資料：国勢調査 

 

７ 第 1章 新市の

概要と課題 

２．新市の課題 

基本的な条件 

人口特性 

少子化・高齢化、人口減少が顕著なことから、 

人口特性 

少子高齢化、人口減少が顕著なことから、 

８  行政組織 

地方分権、少子化・高齢化に対応した効率的で柔軟な行政組

織づくりが必要です。 

行政組織 

地方分権、少子高齢化に対応した効率的で柔軟な行政組織づくり

が必要です。 

９ 第２章 主要

指標の見直し 

１．人口・世帯

数の推計 

１．人口・世帯数の推計 

◆ 人口の推計 

・新市の将来人口は、平成 22年国勢調査を基準人口にしたコー

ホート要因法によると、平成 32 年には約 30,500 人に減少する

と推計されます。平成 22 年から平成 32 年の減少数は 4,769 で

減少率は 13.5％となっています。 

 

・この推計によると、人口減少だけではなく、年齢別構成にも

変化が生じており、年少人口（0～14 歳）は平成 22 年から平成

32 年にかけて 3.7 ポイント減少し、65歳以上の人口は、平成 22

年から平成 32年にかけて 17.8 ポイント増加し、急速に少子化・

１．人口・世帯数の推計 

◆ 人口の推計 

・新市の将来人口は、平成 12 年国勢調査を基準人口にしたコーホ

ート要因法によると、平成 22 年には約 36,200 人、平成 27 年に

は約 34,200 人に減少すると推計されます。平成 12 

年から平成22 年の減少数は3,432 人で減少率は8.7％となってい

ます。 

・この推計によると、人口減少だけではなく、年齢別構成にも変化

が生じており、年少人口（0～14 歳）は平成 12 年から平成 22 年

にかけて 2.7 ポイント、平成 27 年には 3.5 ポイン 

ト減少し、65 歳以上の人口は、平成 12 年から平成 22 年にかけて
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頁 項目名 新 旧 

高齢化が進行すると推計されます。 5.2 ポイント、平成 27年には 8.9 ポイント増加し、急速に少子高

齢化が進行すると推計されます。 

９ 第２章 主要

指標の見直し 

１．人口・世帯

数の推計 

 

 

 

 

１０ ◆ 世帯数の推計 

・新市の将来の世帯規模は、直線回帰式により推計した結果、

平成 27 年には 3.03 人/世帯、平成 32 年には 3.40 人/世帯と推

計され、その結果、世帯数は平成 27 年には約 11,051 世帯、平

成 32年には約 10,080 世帯と予想されます。 

◆ 世帯数の推計 

・新市の将来の世帯規模は、今後とも減少傾向が続くものとして、

直線回帰式により推計した結果、平成 22 年には 3.48 人/世帯、平

成 27 年には 3.40 人/世帯と推計され、その結果、 

世帯数は平成 22 年には約 10,400 世帯、平成 27 年には約 10,060 

世帯と予想されます。平成 12 年から平成 22 年の減少数は 751 世

帯で、減少率は 6.7％となっています。 

算定条件 

国立社会保障・

人口問題研究所

の統計データよ

り抜粋 



5 

頁 項目名 新 旧 

１０  

 

 

  

第２章 主要

指標の見直し 

２．就業人口の

推計 

 

２．就業人口の推計 

・新市の将来の就業人口は、国勢調査をベースにした推計によ

ると、平成 27 年には 19,038 人、平成 32 年には 17,981 人に減

少することが予測されます。平成 22 年から平成 32 年の減少数

は 1,057 人で減少率は 5.6％となっています。 

・平成 32年の産業別就業者人口をみると、第一次産業は約 1,077

人、第二次産業は約 5,672 人、第三次産業は約 11,232 人であり、

平成 22 年と比較すると、第一次産業は約 695 人減少し、第二次

産業、第三次産業はそれぞれ約 57人、約 424 人増加することに

なります。 

２．就業人口の推計 

・新市の将来の就業人口は、国勢調査をベースにした推計によると、

平成 22 年には約 19,480 人、平成 27 年には約 17,640 人に減少す

ることが予測されます。平成 12 年から平成 22 年 

の減少数は 2,310 人で減少率は 10.6％となっています。 

・平成 22 年の産業別就業者人口をみると、第一次産業は約 1,700 

人、第二次産業は約 7,480 人、第三次産業は約 10,300 人であり、

平成 12 年と比較すると、それぞれ約 720 人、約 1,090 

人、約 500 人減少することになります。 

算定条件 

将来の世帯

数及び世帯

人員は、線

形近似曲線

数式により

推計してい

る。 
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頁 項目名 新 旧 

１０ 第２章 主要

指標の見直し 

２．就業人口の

推計 

 

 

 

 
 

１４ 

１５ 

第４章 新市

のまちづくり

の施策 

１．新市のまち

づくりの施策 

（２）知恵の宝庫 

●歴史文化の継承と新しい文化の創出 

●化石の保全と調査・研究 

（５）快適の宝庫 

●水道・下水道等の整備 

（２）知恵の宝庫 

●歴史文化の継承と新しい文化の創出 

 

（５）快適の宝庫 

●上水道・下水道の整備 

１７  （１）環境の宝庫 （１）環境の宝庫 

施策の柱 主要施策 施策の概要 施策の柱 主要施策 施策の概要 

環境の保全 新エネルギ

ーの活用 

○ 新エネルギー導入の調査研

究等 

 

環境の保全 新エネルギ

ーの活用 

○ 新エネルギー導入の調査研究 

自然環境・ 

景観の保全 

歴史的・伝統

的景観の保

全 

○景観の保全・継承施設の整備 

 

歴史的・伝統的

景観の保全 

歴史的・伝

統的景観の

保全 

○ 農村景観の保全・継承施設の整

備 

１８ 

 

 

１８ 

 （２）知恵の宝庫 

人間形成の基礎を担う家庭や地域における教育力の向上が重要

となっていることから、自ら考え行動する「生き抜く力」 

さらに、これからの社会を優しく、賢く、たくましく生き抜く

（２）知恵の宝庫 

人間形成の基礎を担う家庭や地域における教育力の向上が重要と

なっていることから、自ら考え行動する「生きる力」 

 

算定条件 

将来の就業者

数及び将来の

就業率は、線

形近似曲線数

式により推計

している。 
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頁 項目名 新 旧 

子どもたちを育てるため、望ましい教育環境を目指し、小中学

校の再編を推進します。 

● 生涯学習の充実・生涯スポーツの推進 

子どもから、お年寄りまで生涯を通じて、市民が「集い」「遊び」

「学びあう」 

● 化石の保全と調査・研究 

和泉地区には古生代から中生代の化石を含むさまざまな地層が

広く分布しており、公共工事等により、さらに貴重な化石が多

く発見されることも想定されます。その学術的価値と重要性が

ますます高まるものと考えられることから、化石産出地域及び

化石の保護・保全に努めるとともに、福井県立恐竜博物館等の

研究機関と化石及び地層地質の調査・研究等を行います。 

 

 

● 生涯学習の充実・生涯スポーツの推進 

子供から、お年寄りまで生涯を通じて、市民が「集い」「遊び」「学

びあう」 

 

１９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）知恵の宝庫 （２）知恵の宝庫 

施策の柱 主要施策 施策の概要 施策の柱 主要施策 施策の概要 

地域に開かれ

た学校教育の

推進 

小中学校の

再編の推進 

○小中学校の整備 

○スクールバスの整備及び運

行の充実 

地域に開かれ

た学校教育の

推進 

  

生涯学習の充

実 

・生涯スポーツ 

の推進 

生涯学習環

境の整備 

○ シビックセンター 

（生涯学習センター、大野公民

館）の整備 

○ 公民館機能の充実 

○ 図書館機能の充実 

生涯学習の充

実 

・生涯スポー

ツの推進 

生涯学習環

境の整備 

○ シビックセンター（生涯学習セ

ンター、大野公民館）の整備 

○ 和泉公民館（仮称）機能の充実 

○ 図書館機能の充実 

スポーツ施

設の整備 

○ スポーツ施設の改修及び機

能強化 

 

○福井しあわせ元気国体など

の会場となる競技施設の整

スポーツ施設

の整備 

スポーツ施

設の整備 

○ スポーツ施設の改修及び機能

強化 
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頁 項目名 新 旧 

備 

歴史文化の継

承と新しい文

化の創出 

文化施設の

整備 

 

○文化活動の場の整備 歴史文化の継

承と新しい文

化の創出 

  

化石の保全と

調査・研究 

化石保全体

制の推進 

○化石保護パトロール体制の

充実による化石保護 

○化石を含む岩石等の保全 

   

化石の共同

研究 

○関係機関との共同調査・研究 

２１ 

 

 （３）活力の宝庫 （３）活力の宝庫 

施策の柱 主要施策 施策の概要 施策の柱 主要施策 施策の概要 

地域特性を活

かした農林業

の振興 

特産品の振

興 

○特産品の普及拡大と新たな

特産品の開発 

○６次産業化の推進 

地域特性を活

かした農林業

の振興 

特産品の振

興 

○特産品の普及拡大 

まちづくりと

一体となった

商工業の振興 

新規産業の

開拓、誘致 

・ 新たな企業誘致活動 

・ 産業団地の整備 

まちづくりと

一体となった

商工業の振興 

新規産業の

開拓、誘致 

・ 新たな企業誘致活動 

 

多彩な資源を

活かした観光

の推進 

観光施設の

整備 

○ 道の駅及び周辺の整備 

○六呂師高原の活性化に向け

た整備 

多彩な資源を

活かした観光

の推進 

観光施設の

整備 

○ 道の駅及び周辺の整備 

 

多彩な資源を

活かした観光

の推進 

体験型観光

の充実 

・ 農林業体験型観光施設の整

備（上大納） 

○化石発掘体験活動の推進 

・化石発掘体験施設の整備 

 

多彩な資源を

活かした観光

の推進 

体験型観光

の充実 

・ 農林業体験型観光施設の整備

（上大納） 

 

２３  （４）安心の宝庫 （４）安心の宝庫 
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頁 項目名 新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

●地域福祉、高齢者・障害者福祉の充実 

 地域包括ケア体制の確立や 

●少子化対策の充実 

少子化に対応した安心して子どもを産み育てられる環境づ

くりが重要であることから、子育て支援機能の充実や、多様

なニーズに対応した保育サービスの拡充を図ります。 

また、大野市に定住している若者世代や子育て世帯を経済

的に支援します。 

さらに、結婚を希望する若者を支援するため、婚活に関す

る事業を推進するとともに、妊娠しやすい体づくりを学ぶ妊

活事業の推進を図り、結婚、出産、子育てと継続した支援を

めざします。 

●地域福祉、高齢者・障害者福祉の充実 

 地域ケア体制の確立や 

●少子化対策の充実 

少子化に対応した安心して子どもを産み育てられる環境づく

りが重要であることから、子育て支援機能の充実や、多様なニ

ーズに対応した保育サービスの拡充を図ります。 

 

２４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２４ 

 

 施策の柱 主要施策 施策の概要 施策の柱 主要施策 施策の概要 

保健衛生・地域

医療の充実 

地域医療体

制の充実 

和泉診療所の機能強化 

・和泉診療所遠隔地医療システ

ムの整備 

保健衛生・地

域医療の充実 

地域医療体

制の充実 

和泉地区診療所の機能強化 

・ 和泉地区診療所遠隔地医療シス

テムの整備 

地域福祉、高齢

者・障害者福祉

の充実 

高齢者福祉

の充実 

○地域包括ケア体制の確立  高齢者福祉

の充実 

○ 地域全体で支える支援体制の

充実 

少子化対策の

充実 

 

 

子育て支援

体制の充実 

○ 育児休業等取得の促進 

○子育て世帯等への経済的支 

 援 

 

少子化対策の

充実 

 

 

子育て支援

体制の充実 

○ 育児休業等取得の促進 

 

結婚や妊娠

に対する支
○ 若者の結婚に関する事業の

充実 
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頁 項目名 新 旧 

援の充実 ○ 婚活に関する事業の推進 

○ 妊活に関する事業の推進 

 消防・防災の強

化 

消防力の強

化 

○ 安全装備品の整備 

○消防団員の処遇改善 
消防・防災の

強化 

消防力の強

化 

 

２６ 

 

 

 

 

 （５）快適の宝庫 

● 水道・下水道等の整備 

安全で快適な生活環境づくりが不可欠であることから、上

水道や簡易水道の整備により、安全で安定した水の供給に努

めます。 

また、公共下水道の整備を推進し、農業集落排水と併せて、

施設の長寿命化を見据えた機能強化と適正な維持管理を図り

ます。公共下水道、農業集落排水の整備区域以外については、

合併処理浄化槽による整備を促します。 

 

（５）快適の宝庫 

● 上水道・下水道の整備 

安全で快適な生活環境づくりが不可欠であることから、上水

道や簡易水道の整備により、安全で安定した水の供給に努める

とともに、公共下水道事業や農業集落排水事業など生活排水処

理施設の整備により公共用水域の水質保全を図ります。 

また、下水道施設等の整備が困難な地域では、合併処理浄化

槽の設置を促進します。 

 

２７  施策の柱 主要施策 施策の概要 施策の柱 主要施策 施策の概要 

水道・下水道等

の整備 

水道の整備 ○ 簡易水道区域の拡張、既存施

設の改良などの実施 

○水道施設の改良及び維持管理 

○上水道の拡張  

○給水資機材の整備・備蓄 

上水道・下水道

の整備 

上水道の整

備 

○ 簡易水道区域の拡張、既存施設

の改良などの実施 

 

下水道等の

整備 

○公共下水道の整備の促進 

○農業集落排水整備の推進及び

適正な維持管理 

下水道の整

備 

○公共下水道整備の促進 

○農業集落排水整備の推進 

２８  （６）交流の宝庫 

東海方面から福井県への玄関口となることから、中部縦貫

自動車道の早期開通に向けて積極的に取り組むとともに、イ

（６）交流の宝庫 

東海方面から福井県への玄関口となることから、中部縦貫自

動車道の早期開通に向けて積極的に取り組むとともに、インタ
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頁 項目名 新 旧 

ンターチェンジ周辺の整備を推進します。また、国道（158

号、157 号）・県道などの幹線道路網の早期改良に努めます。 

また、中部縦貫自動車道の全線開通を見据え、「越前おおの

まるごと道の駅ビジョン」の核となる施設として、重点道の

駅「（仮称）結の故郷」の整備に取り組むことにより交流人口

の増加に努めます。 

 

ーチェンジ周辺の整備を推進します。また、国道（158 号、157

号）・県道などの幹線道路網の早期改良に努めます。 

 

２９  基幹道路整備

の推進 

 

中部縦貫自

動車道の早

期開通 

○ 高規格幹線道路中部縦貫自

動車道事業化の推進 

○インターチェンジ周辺整備

の推進 

・重点道の駅「（仮称）結の故

郷」の整備 

基幹道路整備の

推進 

 

中部縦貫自

動車道の早

期開通 

○ 高規格幹線道路中部縦貫自動

車道事業化の推進 

○大野インターチェンジ周辺整備

の推進 

交流活動の充

実 

体験型交流

の促進 

・農林業体験型観光施設の整備

（上大納） 

○化石発掘体験活動の推進 

・化石発掘体験施設の整備 

 

・ 農林業体験型観光施設の整備（上大納） 

 

３０ 

 

 

２．重点プロジ

ェクト 

（６）地方創生・人口減少対策プロジェクト 

大野市人口ビジョン・大野市総合戦略に基づき、地方創生・人

口減少対策事業を推進します。 

 

３１ ２．重点プロジ

ェクト 

 

重点プロジェクト 施策の概要 重点プロジェクト 施策の概要 

交通ネットワーク

プロジェクト 

○インターチェンジ周辺整備の推進 

・重点道の駅「（仮称）結の故郷」の整備 

交通ネットワーク

プロジェクト 

○大野インターチェンジ周辺整備の推進 

 

地域情報化プロジ ○ 和泉診療所遠隔地医療システムの整備 地域情報化プロジ ○ 和泉地区診療所遠隔地医療システムの整   
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頁 項目名 新 旧 

ェクト ェクト   備 

３２  地方創生・人口減

少対策プロジェク

ト 

 

 

 

 

○ 地方創生・人口減少対策事業の推進 

・安定した雇用創出の促進 

・新しい人の流れによる交流人口拡大の推 

 進 

・若い世代が安心して産み育てられる環境

づくりの推進 

・結婚家庭及び子育て家庭への支援 

・大野市出身の大学生や専門学校生の支援 

・地域と地域、人と人の連携、結の故郷づ

くりに向けた事業の推進 

  

３６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３６ 

 

 

 

第７章 財政

計画 

２．計画の期間

と作成の範囲 

２．計画の期間と作成の範囲 

財政計画の期間は、平成 17 年度から平成 32年度までの 16 年

間とし、普通会計による見通しを算定することとします。 

※ 普通会計とは、地方公共団体の一般的な会計区分であり、

地方財政統計上、統一的に用いられる会計区分です。 

２．計画の期間と作成の範囲 

財政計画の期間は、平成 17 年度から平成 27 年度までの 11 年間

とし、普通会計による見通しを算定することとします。 

※ 普通会計とは、地方公共団体の一般的な会計区分であり、地

方財政統計上、統一的に用いられる会計区分です。 

３．算定にあた

っての前提条

件 

 

 

 

 

 

 

３．算定にあたっての前提条件 

算定にあたっては、過去の実績をもとに、社会情勢や経済情

勢などを考慮し、推計しています。 

なお、歳入・歳出の各項目の算定にあたっての前提条件は、

次のとおりです。 

３．算定にあたっての前提条件 

算定にあたっては、過去の実績をもとに、社会情勢や経済情勢な

どを考慮し、推計しています。 

なお、歳入・歳出の各項目の算定にあたっての前提条件は、次の

とおりです。 

【 歳 入 】 

（１）地方税 

現行の税制度を基本に、過去の実績を踏まえ、算定していま

す。 

【 歳 入 】 

（１）地方税 

現行の税制度を基本に、過去の実績を踏まえ、算定しています。 
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３７ 

 

 

 

 

（２）地方譲与税等 

現行制度を基本に、過去の実績を踏まえ、算定しています。

ただし、地方消費税交付金については、消費税率が引き上げら

れることを前提に、地方消費税分の増額を見込んでいます。 

 

（３）地方交付税 

現行制度を基本に算定しています。 

平成 28 年度以降は合併に伴う特例措置（合併算定替）が段階

的に縮小されることから、その影響額も考慮し算定しています。 

 

 

（４）国庫支出金 

現行制度を基本に、過去の実績等をもとに算定しています。 

また、建設計画に計上した事業の実施に伴う補助金等を見込

んで算定しています。 

 

（５）県支出金 

現行制度を基本に、過去の実績等をもとに算定しています。 

また、建設計画に計上した事業の実施に伴う補助金等を見込

んで算定しています。 

（６）分担金及び負担金 

過去の実績等をもとに伸び率 0%で算定しています。 

 

（７）使用料及び手数料 

過去の実績等をもとに伸び率 0%で算定するとともに、消費税

率の改正を見込んでいます。 

 

（２）地方譲与税等 

現行制度を基本に、過去の実績を踏まえ、算定しています。ただ

し、地方消費税交付金については、消費税率が引き上げられること

を前提に、地方消費税分の増額を見込んでいます。 

 

（３）地方交付税 

〔普通交付税〕 

現行制度を基本に算定しています。地方消費税交付金の増加分に

ついては、基準財政収入額として見込んでいます。 

 

〔特別交付税〕 

平成 25 年度見込額をもとに伸び率０％で見込んでいます 

（４）国庫支出金 

現行制度を基本に、過去の実績等をもとに算定しています。 

 

 

 

（５）県支出金 

現行制度を基本に、過去の実績等をもとに算定しています。 

 

 

（６）分担金及び負担金 

過去の実績等をもとに伸び率０％で算定しています。 

 

（７）使用料及び手数料 

過去の実績等をもとに伸び率０％で算定するとともに、消費税率

の改正を見込んでいます。 
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（８）財産収入 

過去の実績等をもとに伸び率 0%で見込むとともに、建設計画

に計上した事業の実施に伴う収入を見込んでいます。 

 

（９）寄附金 

臨時的な要素が大きいことから、見込まないこととします。 

 

（10）諸収入 

過去の実績等をもとに伸び率 0%で見込むとともに、建設計画

に計上した事業の実施に伴う収入を見込んでいます。 

 

（11）繰入金 

建設計画に計上した事業の実施に伴う財源としての基金から

の繰入を見込むほか、地方債の償還のための減債基金からの繰

り入れ、総合的な財源調整としての財政調整基金からの繰入な

どを活用しています。 

 

（12）繰越金 

地方公共団体の会計は単年度収支が原則であることから、本

計画においても見込まないこととします。 

（13）地方債 

建設計画に計上した事業の実施に伴う財源として、交付税算

入のある有利な地方債を重点的に見込むこととし、通常の地方

債のほか合併特例債を活用しています。 

現行制度に基づく臨時財政対策債については、平成 32年度ま

で制度が続くものと仮定し算定しています。 

（８）財産収入 

過去の実績等をもとに伸び率０％で算定しています。 

 

 

（９）寄附金 

臨時的な要素が大きいことから、見込まないこととします。 

 

（10）諸収入 

過去の実績等をもとに伸び率０％で見込むとともに、建設計画に

計上した事業の実施に伴う収入を見込んでいます。 

 

（11）繰入金 

建設計画に計上した事業の実施に伴う財源としての基金からの

繰入を見込むほか、総合的な財源調整としての財政調整基金からの

繰入などを活用しています。 

 

 

（12）繰越金 

地方公共団体の会計は単年度収支が原則であることから、本計画

においても見込まないこととします。 

（13）地方債 

建設計画に計上した事業の実施に伴う財源として、交付税算入の

ある有利な地方債を重点的に見込むこととし、通常の地方債のほか

合併特例債を活用しています。 

現行制度に基づく臨時財政対策債については、平成 27 年度まで

制度が続くものと仮定し算定しています。 

３７  【 歳 出 】 

（１）人件費 

【 歳 出 】 

（１）人件費 
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３８ 

 

 

  定員適正化計画に基づく職員数を見込んで算定しています。 

 

（２）物件費 

過去の実績等をもとに伸び率 0%により算定し、消費税率の改

正に伴う増加分を見込んでいます。 

 

（３）維持補修費 

経常的な経費を過去の実績等をもとに伸び率 0%により算定

し、消費税率の改正に伴う増加分を見込んでいます。 

 

（４）扶助費 

過去の実績等をもとに今後の伸び率を見込んで算定していま

す。 

 

（５）補助費等 

過去の実績等をもとに伸び率 0%により算定し、消費税率の改

正に伴う増加分を見込んでいます。 

 

（６）公債費 

平成 26 年度までに借り入れた地方債に、平成 27 年度に借り

入れ予定の地方債、建設計画に計上した事業の実施に伴い借り

入れる地方債にかかる償還を算定しています。 

 

（７）積立金 

地域振興基金への基金積立、国民体育大会運営基金への基金

積立、結の故郷奨学金基金への基金積立のほか、財源調整とし

ての財政調整基金への積立を見込んでいます。 

 

 定員適正化計画に基づく職員数の減少を見込んで算定していま

す。 

（２）物件費 

過去の実績等をもとに伸び率 0%により算定し、消費税率の改正

に伴う増加分を見込んでいます。 

 

（３）維持補修費 

経常的な経費を過去の実績等をもとに伸び率 0%により算定し、

消費税率の改正に伴う増加分を見込んでいます。 

 

（４）扶助費 

過去の実績等をもとに今後の伸び率を見込んで算定しています。 

 

 

（５）補助費等 

過去の実績等をもとに伸び率 0%により算定し、消費税率の改正

に伴う増加分を見込んでいます。 

 

（６）公債費 

平成 24 年度までに借り入れた地方債に、平成 25年度に借り入れ

予定の地方債、建設計画に計上した事業の実施に伴い借り入れる地

方債にかかる償還を算定しています。 

 

（７）積立金 

平成 26 年度以降は定額を見込んで算定しています。 
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（８）投資及び出資金、貸付金 

過去の実績等をもとに伸び率 0％で見込むとともに、臨時的な

貸付金として電源開発（株）への貸付金を見込んで算定してい

ます。 

 

（９）繰出金 

過去の実績等をもとに、各特別会計への繰出金を算定してい

ます。 

 

（10）普通建設事業費 

新市建設計画に計上した事業の実施に伴う経費を見込んでい

ます。 

（８）投資及び出資金、貸付金 

過去の実績等をもとに伸び率 0%で見込んでいます。 

 

 

 

（９）繰出金 

過去の実績等をもとに、各特別会計への繰出金を算定していま

す。 

 

（10）普通建設事業費 

新市建設計画に計上した事業の実施に伴う経費を見込んでいま

す。 

３９ ４．財政計画 ４．財政計画 

（１）歳入 

（別添のとおり） 

（２）歳出 

（別添のとおり） 

４．財政計画 

（１）歳入 

（別添のとおり） 

（２）歳出 

（別添のとおり） 
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４．財政計画

（単位：百万円）

平成17年度平成18年度平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度平成24年度平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度平成31年度平成32年度

3,919 3,985 4,260 4,231 4,034 3,943 3,958 3,963 3,865 3,888 3,683 3,778 3,670 3,648 3,626 3,604

377 536 233 224 210 205 201 189 179 171 175 176 166 163 160 158

24 17 23 23 19 17 17 12 10 9 9 7 9 9 9 9

11 16 18 7 6 7 7 8 16 31 33 27 26 26 26 26

15 12 11 3 3 2 2 2 25 18 17 22 17 17 17 17

360 363 352 328 345 344 330 322 319 392 591 665 700 760 760 760

119 123 116 102 60 54 48 59 54 23 30 36 0 0 0 0

112 87 25 43 51 62 51 11 11 11 12 10 12 12 12 12

5,837 5,523 5,406 5,860 6,155 6,606 6,402 6,597 6,603 6,686 6,354 6,050 6,433 6,391 6,381 6,294

普 通 交 付 税 4,401 4,253 4,175 4,594 4,839 5,190 5,021 5,433 5,453 5,313 5,404 5,100 5,383 5,341 5,331 5,244

特 別 交 付 税 1,436 1,270 1,231 1,266 1,316 1,416 1,381 1,164 1,150 1,373 950 950 1,050 1,050 1,050 1,050

8 8 8 7 7 6 6 6 6 5 5 5 4 4 3 3

240 256 278 276 271 258 265 261 270 267 187 253 219 219 219 219

356 256 233 236 226 227 221 216 209 208 201 214 202 202 202 202

1,806 1,253 1,314 1,715 2,698 1,857 2,056 1,773 2,963 2,638 2,218 1,742 1,762 1,770 1,645 1,812

1,478 1,318 1,406 1,225 1,489 2,858 1,750 1,575 1,676 1,495 1,645 1,847 1,501 1,762 1,814 1,518

50 50 97 110 202 179 72 47 82 65 68 48 83 83 83 83

8 10 11 74 6 9 7 5 6 9 16 38 0 0 0 0

1,006 44 49 64 205 196 977 512 96 2,554 954 1,473 356 384 272 536

619 960 850 654 904 705 726 605 997 1,094 828 10 0 0 0 0

597 565 505 535 493 442 439 430 380 437 422 390 371 371 371 371

3,945 1,151 821 772 1,408 1,234 2,047 1,526 1,662 1,915 1,345 944 951 1,308 978 758

20,887 16,533 16,016 16,489 18,792 19,211 19,582 18,119 19,429 21,916 18,793 17,735 16,482 17,129 16,578 16,382

※平成17年度から平成26年度は地方財政状況調べの値

※平成27年度は3月補正予算後の値

※平成28年度は当初予算の値

新

（１）歳入

区　　　分

地 方 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 所 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 債

歳 入 合 計
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４．財政計画

（単位：百万円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

3,919 3,985 4,260 4,231 4,034 3,943 3,958 3,963 3,933 3,900 3,868

377 536 233 224 210 205 201 189 181 173 164

24 17 23 23 19 17 17 12 11 9 7

11 16 18 7 6 7 7 8 8 8 8

15 12 11 3 3 2 2 2 2 1 1

360 363 352 328 345 344 330 322 326 522 587

119 123 116 102 60 54 48 59 53 32 16

112 87 25 43 51 62 51 11 11 11 11

5,837 5,523 5,406 5,860 6,155 6,606 6,402 6,597 6,397 6,397 6,250

普 通 交 付 税 4,401 4,253 4,175 4,594 4,839 5,190 5,021 5,433 5,447 5,605 5,617

特 別 交 付 税 1,436 1,270 1,231 1,266 1,316 1,416 1,381 1,164 950 792 633

8 8 8 7 7 6 6 6 5 5 5

240 256 278 276 271 258 265 261 260 260 260

356 256 233 236 226 227 221 216 210 210 212

1,806 1,253 1,314 1,715 2,698 1,857 2,056 1,773 2,821 2,085 2,216

1,478 1,318 1,406 1,225 1,489 2,858 1,750 1,575 1,583 1,417 1,367

50 50 97 110 202 179 72 47 45 45 45

8 10 11 74 6 9 7 5 0 0 0

1,006 44 49 64 205 196 977 512 156 2,061 156

619 960 850 654 904 705 726 605 682 0 0

597 565 505 535 493 442 439 430 430 455 469

3,945 1,151 821 772 1,408 1,234 2,047 1,526 1,587 1,003 1,069

20,887 16,533 16,016 16,489 18,792 19,211 19,582 18,119 18,701 18,594 16,711

旧

歳 入 合 計

地 方 債

諸 収 入

繰 越 金

地 方 消 費 税 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

国 庫 支 出 金

繰 入 金

寄 附 金

財 産 収 入

県 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

分 担 金 及 び 負 担 金

交通安全対策特別交付金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

自 動 車 取 得 税 交 付 金

（１）歳入

利 子 割 交 付 金

地 方 譲 与 税

地 方 税

区　　　分

配 当 割 交 付 金
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（単位：百万円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

7,426 7,290 7,475 7,344 7,422 7,585 7,561 7,525 7,665 7,752 8,018 8,060 8,022 8,065 8,075 8,102

人 件 費 3,671 3,502 3,489 3,441 3,387 3,407 3,434 3,369 3,386 3,206 3,395 3,287 3,236 3,231 3,143 3,148

扶 助 費 1,917 1,963 2,048 2,066 2,110 2,537 2,687 2,692 2,838 2,990 3,011 3,185 3,141 3,193 3,247 3,304

公 債 費 1,838 1,825 1,938 1,837 1,925 1,641 1,440 1,464 1,441 1,556 1,612 1,588 1,645 1,641 1,685 1,650

5,253 2,966 2,299 2,104 3,727 2,578 4,471 2,973 2,338 5,404 1,934 1,716 1,380 1,967 1,396 1,221

普 通 建 設 事 業 4,876 2,750 2,267 2,092 3,726 2,571 4,454 2,908 2,336 5,393 1,896 1,714 1,378 1,965 1,394 1,219

災 害 復 旧 事 業 377 216 32 12 1 7 17 65 2 11 38 2 2 2 2 2

7,248 5,428 5,589 6,137 6,937 8,322 6,944 6,624 6,874 7,727 8,831 7,949 7,080 7,097 7,107 7,059

物 件 費 2,538 1,990 2,035 2,113 2,311 2,533 2,609 2,329 2,568 2,508 3,103 2,936 2,460 2,460 2,460 2,460

維 持 補 修 費 686 281 274 270 514 714 642 481 306 892 531 343 421 421 421 421

補 助 費 等 954 1,090 1,342 1,704 1,782 1,570 1,521 1,562 1,538 1,687 2,037 1,909 1,672 1,672 1,672 1,581

積 立 金 1,310 391 130 203 366 1,610 116 214 72 530 758 106 100 106 66 66

投資及び出資金・貸付金 375 328 300 290 244 202 202 221 282 220 223 420 220 220 220 220

繰 出 金 1,385 1,348 1,508 1,557 1,720 1,693 1,854 1,817 2,108 1,890 2,179 2,235 2,207 2,218 2,268 2,311

19,927 15,684 15,363 15,585 18,086 18,485 18,976 17,122 16,877 20,883 18,783 17,725 16,482 17,129 16,578 16,382

※平成17年度から平成26年度は地方財政状況調べの値

※平成27年度は、３月補正予算後の値　　　歳出合計は予備費の1０百万円を除いています。

※平成28年度は、当初予算の値　　　歳出合計は予備費の1０百万円を除いています。

歳 出 合 計

新

（２）歳出

区　　　分

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費
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（単位：百万円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

7,426 7,290 7,475 7,344 7,422 7,585 7,561 7,525 7,497 7,697 7,822

人 件 費 3,671 3,502 3,489 3,441 3,387 3,407 3,434 3,369 3,372 3,388 3,404

扶 助 費 1,917 1,963 2,048 2,066 2,110 2,537 2,687 2,692 2,694 2,735 2,772

公 債 費 1,838 1,825 1,938 1,837 1,925 1,641 1,440 1,464 1,431 1,574 1,646

5,253 2,966 2,299 2,104 3,727 2,578 4,471 2,973 3,951 4,268 2,193

普 通 建 設 事 業 4,876 2,750 2,267 2,092 3,726 2,571 4,454 2,908 3,949 4,268 2,193

災 害 復 旧 事 業 377 216 32 12 1 7 17 65 2 0 0

7,248 5,428 5,589 6,137 6,937 8,322 6,944 6,624 7,253 6,629 6,696

物 件 費 2,538 1,990 2,035 2,113 2,311 2,533 2,609 2,329 2,485 2,555 2,580

維 持 補 修 費 686 281 274 270 514 714 642 481 313 315 318

補 助 費 等 954 1,090 1,342 1,704 1,782 1,570 1,521 1,562 1,538 1,581 1,596

積 立 金 1,310 391 130 203 366 1,610 116 214 865 100 100

投資及び出資金・貸付金 375 328 300 290 244 202 202 221 225 225 225

繰 出 金 1,385 1,348 1,508 1,557 1,720 1,693 1,854 1,817 1,827 1,852 1,877

19,927 15,684 15,363 15,585 18,086 18,485 18,976 17,122 18,701 18,594 16,711

（２）歳出

区　　　分

歳 出 合 計

そ の 他 の 経 費

投 資 的 経 費

義 務 的 経 費

旧


